
る。バーは生活に必須な
場所ではない。そんな不
安定な商売の性質上、ど
んな人気店のバーテン
ダーでも明日突然客が来
なくなる恐怖と戦ってい
るのだと思う。自分の店
を大事に思う客の存在を
感じられることは、それ
が何人だろうと嬉しくな
いはずはない。そんな客
は店から大事にされる。
問題は、訪問すべきバーの数が年を追って増え続けてい

ることである。2019年の暮れは首都圏で27軒、関西圏で14
軒、ついでに名古屋も２軒回った。当然フトコロに厳しい
し、私も30代の若いころのように一晩でウイスキーやカク
テルを何杯も飲める体ではない（この年末は１杯あたりの
ダメージを抑えるべく「ウイスキーのお湯割り」に相当世
話になった）。
2020年の年末は根本的にやり方を変えなければならな

い、と今から痛切に感じている。読者諸氏の中で、体にも
財布にも優しく、多くの店への義理が果たせるいい方法を
知っている人がいれば教えて頂きたい。
 専務理事　日塔 貴昭

新年早々、年末の話である。これを書いているのは2019
年の暮れであって、この時期にいつも生じる重大問題があ
るからである。それは、行きつけのバーにいつ「よいお年
を」と言うか、ということである。
日本人は世界で最も年越しを重要視する民族である（と
思う）。したがって忘年会シーズンの12月は、飲食業界の
最大の書き入れ時となる。そんななか、行きつけのバーで
あまり早いタイミングで「よいお年を」と言うと、「年内は
もう来ない」という不景気なメッセージに取られる。10年
ほど前、とある有名バーで12月中旬の帰りがけに「よいお
年を」と言ったところ、店主から「まだ早い！」と喝を入
れられたことがある。
爾来12月になると、普段世話になっているバーを手帳に

リストアップして、できるだけ年の瀬に寄せたスケジュー
ルを立てて回るようになった。首都圏だけではない。こん
なところで白状するのもナンだが、大阪勤務時代に足繁く
通った京都、大阪、神戸のバーにも「よいお年を」と唱え
る檀家回りのため、ここ最近の毎年12月の週末には旅に出
ている。
「なんでそこまでやるの？」と、多くの読者は思われるだ
ろう。もちろん私の家族もそう思っている。それは詰まる
ところ、「皆にいい顔をしたい」という私の卑しい品性が主
因なのであろう。
しかし年末に「節目のサカズキ」を上げに行く効用もあ

バーのある人生（４）
「よいお年を」

写真くらいは新年らしく凛と…
日本が誇るスタンダードカクテル「雪国」

新年明けましておめでとうござまいす。本年も宜しくお願いします。

さて、今月号は、未来のデジタル社会を担う高度IT人材、特に外国籍の理工系
人材を特集した。日本ではAIやビッグデータ等を専門とする高度IT人材の不足
が叫ばれて久しいが、グローバル市場では青田買いも含め熾烈な人材獲得競争が
繰り広げられている。日本企業も最近、高度IT人材の報酬体系見直しや社内育成
の強化を打ち出している。最先端のIT人材の供給源である米国に拠点をおき、高
度スキルを有した人材をいくらでも採用できるITメジャーも、グローバル市場で
の採用に取り組んでいる。多様な商圏、文化や価値観を受け入れ、斬新な発想や
垣根を越えて構想から事業化に結びつける力が求められるからだろう。
人材獲得の環境変化は、高度IT人材をどういう処遇で迎え入れるかという問題

ではない。企業は、国籍を問わず、こうした人材をどう活用し、どのような事業
ビジョンを描くのか、が問われる。他方で、なかなか光が当たらない研究や即座
に事業化できない研究であっても、継続してひた向きに取り組む技術者の方々も
大勢いる。こうした努力や支えも含めて、日本産業の競争力が形成されていると
改めて認識しなければならない。旧来の制度やその延長上にある価値観、高度IT
人材を取り巻く環境変化、そして未来の事業創造という難題が三角形を形成し、
企業はその重心をどこにおくのか、最近の潮流はそうした問い掛けにも思える。

 総務部長　田丸伸介
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